
本別町公示第19号

本別町人事行政の運営等の状況の公表

　本別町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成18年3月24日条例第19号）の規定に基づき、

本別町人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表する。

平成30年9月28日

　本別町長　　髙　橋　正　夫

１　職員の任免及び職員数に関する状況

（1）職員の採用の状況（平成29年度　29.4.1～30.3.31） (単位 ： 人）

（2）職員の退職の状況（平成29年度　29.4.1～30.3.31） (単位 ： 人）

（3）部門別職員数、職員数の増減の状況（各年4月1日現在） (単位 ： 人）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　　　３　※平成28年度の合計の人数のうち32人、平成29年度の合計の人数のうち28人は定数外臨時職員である。
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病院 72 70
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水道 7 7

下水道 3 3

▲ 3

・医師、技師、看護師、看護助手の退職による減（▲6）
・医師、技師、看護助手、事務職員の採用による増（4）

▲ 2

0

0

41その他 1

122 ▲ 1小計 123

・保健師の採用による増（1）

▲ 1

計
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・事務職員の退職による減（▲1）
・社会教育事業スタッフの充実による増（1）
・学校事務スタッフの充実による増（1）

・保育士の退職による減（▲1）

19 20
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　  部門

職員数 対前年
増減数平成29年 平成30年
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門

教育部門

7 7

38総務

14

民生 32 31

商工 3 3

土木 9 9 0

117 113 ▲ 4

区分

区分

1

2

1

技能労務職

一般事務職 1 1 2 3

医師

1

2

3 2 2

1

薬剤師・医療技術職 2 1

1

定年

うち試験採用

2 2

高校卒
うち試験採用

4 4

計
うち試験採用うち試験採用

2

大学卒 短大卒

1

2

0

32

一般事務職

医師

薬剤師・医療技術職

看護・保健職

計 3

技能労務職

1 0

1 1

1

7

2 2

8 7

3

死亡 その他 計勧奨 自己都合 分限免職 懲戒免職

1

0 0 0 4

1 1

看護・保健職

1

福祉職

計 4 2 4 14

主な増減理由

・事務職員の退職による減（▲1）
・技能労務職員の退職による減（▲1）
・総務課付け派遣職員の他部署への異動（▲1）

0
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農林水産
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（4）一般行政職の職級別職員数（平成30年4月1日現在）

（注）１　本別町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

      ３　平成19年度より6級制に移行している。

２　職員の給与の状況

（1）人件費の状況（普通会計決算）（平成29年度）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）（平成29年度）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

（3）-1 職員の平均給料月額、平均年齢の状況（平成30年4月1日現在）

　　　　①一般行政職 ①一般行政職

円 歳

円 歳

円 歳

円 歳

円 歳

円 歳

　　　　②技能労務職 ②技能労務職

円 歳

円 歳

円 歳

円 歳

円 歳

（注）「平均給料月額」とは、平成30年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

（3）-2 職員の初任給の状況（平成30年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 － －

円 円 － －

職員数 構成比

前年度（平成29年4月1日現在）

区分

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

21 19.5

13 12.0

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

32 29.6

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

100.0

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

12 11.1

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

28 25.9

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

2級 主事、技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

5 4.5

1級 主事、技師、主事補、技術補
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

27

2 1.9

歳出額　住民基本台帳人口

（平成30年1月1日） 　　　　　　　Ａ

15.8

41.4

平均年齢

54.5

本別町

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

18.7

　　　　　　Ａ

平均年齢

1,165,632

中学卒

高校卒

全平均

高校卒

379,000

287,000

　　　　　　％

期末・勤勉手当

給与費

　　　　　計　　　　　Ｂ

7,360,881

303,900

国

2年後の給料

155,500

職員数

高校卒

147,100

179,200

364,300

191,100

55.6

初任給

179,200

360,400

（参考）

Ｂ／Ａ　　　 平成27年度の人件費率

人件費

　　　　　　　Ｂ

人件費率

　　　　　　　　　　　     ％　　　　　千円

初任給

60.8

38.1

344,100

平均給料月額

1人当たり給与費

128,900

技能労務職

短大卒 36.4

一般行政職

59.5

53.4

272,400

147,100

2年後の給料

大学卒

高校卒

　　　　　千円
29年度

技能労務職

中学卒

29年度

短大卒

全平均

職員手当

306,200

46.7

378,600

区分

24.6

主査、副主査、主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

21 19.1

191,100

147,100

平均給料月額

4級

区分

区分

大学卒

中学卒

　　　　　　　　％

16 14.5

課長補佐、次長、主査、副主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

27 24.6

　　　　　　　　人

6級 課長、室長、事務長、事務局長

合計

5級 課長、室長、課長補佐、次長

49.3

大学卒

3級

155,500

155,500

　　　　　　　千円

109,141

100.0

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

14 12.7

　　　　　　　　人

110

　　　　　　　　％

41.2

給料

区分

一般行政職

再任用

実質収支

505,984

千円人

93,653 187,110 786,747

人

7,254

108

5,960132

千円 千円 千円 千円

254,800

135,700

366,800
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（4）職員の学歴別・経験年数別平均給料月額の状況（平成30年4月1日現在）

 ①一般行政職

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

 ②技能労務職

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

（5）職員に対する手当の状況

 ① 期末手当・勤勉手当

千円　

（平成29年度支給割合） （平成29年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5％～15％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　10～25％

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

 ② 退職手当（平成30年4月1日現在）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（3％～45％） （3％～45％）

1人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

 ③ 地域手当（平成30年4月1日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

24.586875 24.586875

33.27075 33.27075

19.6695

(該当なし)

14,815

支給実績（29年度決算）

支給率

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算）

支給対象職員数

28.0395

39.7575

支給対象地域

35年以上
25年以上

47.709

39.7575

0

47.709

(0.85)

国

28.0395

47.709

47.70947.709

47.709

本別町

-

0

国の制度（支給率）

254,800 -

401,300

368,900

276,000

35年以上

329,300

10年以上

382,400 390,900-

218,900

272,400

再任用 - -

全平均

区分

294,500

経験年数

30年未満

365,800

20年以上 30年以上

-

-

360,800

390,400313,700

35年未満

25年以上

短大卒

1.80

(0.85)

19.6695

（支給率）　　　　　　　　　　　     自己都合　     　勧奨・定年

-

（1.45）

2.60

-

（支給率）　　　　　　　　　　　      自己都合　        応募認定・定年

1.80

383,900388,100

359,700

35年未満

1人当たり平均支給額（平成29年度）

- 379,000- -

335,000

376,100

-

374,900

- -

-

2.60

（1.45）

- 325,300

- 325,300 371,900

短大卒

高校卒

373,100

254,800

406,600

15年以上

-

-

-

大学卒

経験年数

区分 10年以上

- 272,400

-

15年以上

25年未満

30年以上

305,000

15年未満 20年未満 25年未満 30年未満

364,100

2,517,000

国本別町

-

-

1,418

技能労務職

大学卒

中学卒

高校卒

-

20年以上

全平均

243,500

378,600

20年未満

407,100355,200 378,900

- -

272,300
一般行政職

中学卒

15年未満

-

－
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 ④ 特殊勤務手当（平成30年4月1日現在）（決算は普通会計）

千円

　円

　％

 ⑤時間外勤務手当（普通会計）

千円

千円

千円

千円

12

月額　3,900円以内

勤務1回　6,800円

1日　500円

深夜（22時～5時）の患者看護
業務

介護士　月額10,400円
准看護師　月額2,500円
生活相談員　月額10,400円

往診手当

92,100

支給実績（平成29年度決算）

区分

手当の名称

医学研修手当

麻薬管理手当

看護師、准看護師

臨床工学技士

放射線等業務手当

左記職員に対する支給単価

7.6

全職種

主な支給対象職員 主な支給対象業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度）

支給職員1人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

医師、看護師、准看護師 患者の依頼による往診

手当の種類（手当数）

放射線技師、看護師、准看護師

人工透析装置操作等業務手当

臨床検査技師

野犬掃とう等危険手当

月額　3,900円以内

○800点以上2000点未満　⇒　医師：手
術料の100分の5、看護師：手術料の100
分の1
○2000点以上　⇒　医師：手術料の100
分の15、看護師：手術料の100分の2

麻薬管理業務

放射線又は診療エックス線業
務

病理試験、細菌等の検査業務

人工透析装置の操作、保守点
検等業務

1日　500円野犬掃とう及びはちの駆除

医師1回往診料の100分の10、看護師1
回往診料の100分の２

手術、手術の補助

921

外勤、出張による町税の滞納
処分

院長　532,000円
副院長　430,000円
医長　420,000～380,000円

月額　3,900円以内

放射線技師：月額　3,900円以内
看護師：1件　100円

医学研修医師

麻薬を管理する職員（薬剤師）

医師、看護師、准看護師

滞納処分従事手当

夜間看護業務手当

手術手当

病理細菌検査業務手当

介護士　月額28,500円
看護師等　月額15,500円
生活相談員　月額15,500円

35,386

334

461

支給実績（平成29年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

支給実績（平成28年度決算）

従事職員

住民課職員

介護士、看護師、准看護師、生活相談員特別養護業務手当
特別養護老人ホームの養護
業務

介護士、准看護師、生活相談員 養護老人ホームの養護業務

53,529

養護業務手当

支給職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

4



 ⑥その他の手当（平成30年4月1日現在）（普通会計）

円

円

円

円

円

円

円

（6）特別職等の報酬等の状況（平成30年4月1日現在）

円  6月　　2.025月分

円 12月　 2.175月分 合計　4.20月分

円 加算措置　：　当分の間支給停止

円  6月　　2.025月分

円 12月　 2.175月分 合計　4.20月分

円 加算措置　：　当分の間支給停止

（7）職員の給与の削減のための特例措置の状況（平成30年4月1日現在）

削減項目

給料

期末・勤勉手当

削減内容

管理職手当等

　（支給時期）

11,372

11月～3月（5ヵ月支給）

11月～3月（5ヵ月支給）

　（支給時期）

292,000

一般職と同

　　（算定方式）

185,000

230,000

区分

616,000

副 町 長

町 長

報
酬

議 長

90,976

退
職
手
当

　　（算定方式）

町 長 給料月額（747,000円）×20.504月

教 育 長 給料月額（562,000円）×11.352月

副 町 長 給料月額（616,000円）×12.936月

任期満了時（4年）

一般職と同

一般職と同

同じ

11月～3月（5ヵ月支給）

国の制度〔交
通機関利用〕
55,000円
〔交通用具利
用〕　20km以
上60kmまで
5km刻みで支
給額を設定

1,529

千円16,643

議 員

寒
冷
地
手
当

副 議 長

教 育 長

1,537

給
料

203,271

189,125

〔借家〕　月額16,000円以下の
家賃⇒家賃の月額－5,500円
月額16,000円を超える家賃⇒
（家賃の月額－16,000円）の2
分の１（2分の１限度額9,500
円）を10,500円に加算
〔持家〕　月額15,000円以内（新
築10年間2,000円加算）
新築20年経過以降　月額
10,000円以内

〔交通機関利用〕
月額限度額　50,000円
〔交通用具利用〕
片道　5km未満　2,000円
5km以上～１0km未満　4,200
円　10km以上～15km未満
7,100円　　15km以上～20km
未満　10,000円　　20km以上
12,900円

同じ

国の制度
〔借家〕借家限
度額27,000円
〔持家〕なし

千円 44,971

同じ

千円

平均支給年額

支給職員1人当たり

（平成29年度決算） （平成29年度決算）

支給実績
内容及び支給単価手当名

13％　院長、副院長、医長
13％　課長、室長、事務局長
12％　主幹
10％　課長補佐、次長

扶養手当

配偶者　6,500円
子1人につき　10,000円
父母等1人につき　6,500円
満16歳の年度初めから満22歳
の年度末までの子　1人につき
5,000円加算

異なる

11,993

異なる

期末手当の支給割合

通勤手当

住居手当

管理職手当

夜勤手当

給料又は報酬の月額

教 育 長

町 長

25%増し

副 町 長

宿日直手当

536,000

国の制度
課長職　定額
課長補佐職
定額

千円

千円 23,288

異なる

千円

千円196

13,936

49,000

削減額（普通会計予算）

任期満了時（4年）

任期満了時（4年）

寒冷地手当

1回4,200円

〔世帯主〕扶養親族のある職員
131,900円
扶養親族のない職員　72,900
円
〔その他の職員〕　51,700円

同じ

562,000

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

747,000
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1）職員の勤務時間（平成30年4月1日現在）

(注）１　表中「1週間の勤務時間」は、地方公務員法第24条第6項の規定に基づき条例で定めた職員の勤務時間である。

　　 ２　保育所、老人ホーム、国保病院等、役場庁舎以外の勤務場所では、これと異なる勤務形態となる場合がある。

（2）職員の年次有給休暇の取得状況（平成29年1月1日～平成29年12月31日）

(注）１　表中「全対象職員数」は、当該年の1月1日から12月31日までの全期間在職した一般職員の合計数とし当該期間の中途に

　　　　　採用された職員、退職した職員、当該期間中に育児休業等の事由がある職員を除く。

　　 ２　表中「総付与日数」は、当該年の1月1日現在において全期間在職した職員に付与された日数（前年度からの繰越分を含む。）

　　　　 の合計である。

（3）職員の時間外勤務の状況（平成29年度実績）（普通会計）

(注）１　表中「時間外勤務時間数」は、当該年度中において職員が実際に行った時間外勤務の当該時間の月別合計である。

　　 ２　表中「職員1人当たり年間平均」は、時間外勤務時間数の合計を当該年度末に在職する時間外勤務手当支給

　　　　対象職員数で除して平均したものである。

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（1）職員の分限の件数（平成29年度）

(注）職員のうち地方公務員法に基づき分限処分に付された職員の状況であり、当該年度において同一の職員が複数回にわたって

　　　分限処分に付された場合は、重複して計上している。

（2）職員の懲戒の件数（平成29年度）

(注）職員のうち地方公務員法に基づき懲戒処分に付された職員の状況であり、当該年度において同一の職員が複数回にわたって

　　　懲戒処分に付された場合は、重複して計上している。

合計

第29条第1項第3号

11

0 1

0 0 0 0

0

1
職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場
合

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあっ
た場合

00

0 0 4 4

条例で定める事由による場合 第27条第2項

合計

0 0 0 0

停職地方公務員法

第29条第1項第1号

処分事由

0

0 0

免職戒告

0

減給

第29条第1項第2号

2月

3月

1,401

1,647

1,824

1,376

4

0

第28条第1項第1号

0

0

心身の故障の場合 第28条第1項第2号及び同条第2項第1号 0 0 4

休職 合計

0

0

0 0

0

0 0

38時間45分

開始時間

8時30分

終了時間

17時15分

8月

9月

10月

11月

1,295

降任 免職

1,683

1,209

1,152

1,512

17,180

処分事由

合計

12月

1月

6月

2,340日 211人

消化率総付与日数

1週間の勤務時間

総取得日数 全対象職員数 平均取得日数

職員1人当たり年間平均 165.0

地方公務員法

職に必要な適格性を欠く場合 第28条第1項第3号

勤務実績が良くない場合

休憩時間

12時～13時

週休日

土曜日・日曜日

1,274

7月

11.09日 28.6%

0

職制・定数の改廃、予算の減少により廃職又
は過員を生じた場合

第28条第1項第4号

刑事事件に関し起訴された場合 第28条第2項第2号

0 0

法令に違反した場合

合計

時間外勤務時間数（時間）

1,292

8,189日

月別

4月

5月

1,515
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５　職員の服務の状況

（1）営利企業等の従事の許可の件数（平成29年度）

(注）地方公務員法第38条の規定に基づく営利企業等の従事の許可の状況である。

６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（1）職員の研修の実施状況（平成29年度）

（2）職員の勤務成績の評定の状況（平成29年度）

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

（1）職員の厚生制度の状況（平成29年度）

(注）地方公務員法第42条の規定に基づく職員の厚生制度の状況である。

コンプライアンス・職員倫理研修 200人

地域包括ケアシステム研修 地域包括ケアシステム研修 全職員 2回 72人

自治大学校 2人

自治会長等研修会 採用1年目職員

1人十勝圏複合事務組合職員派遣研修 職員派遣研修

全職員 2回

採用5年目職員 1回 5人

5回 6人

全職員

受講者数

区分

　職員がその職務を遂行するにあたり発揮した能力及び挙げた業績を公正に把握した上で行われる「能力評価」と「業績評価」によ
り、人事評価を行っています。

○能力評価
　職員が、その職務を遂行するにあたり発揮した能力が十分であるか評価します。標準遂行能力を有すると判定できるかという観点で
構成された評価項目に照らして、十分にその行動をしているか、能力を発揮しているか評価します。

○業績評価
　職員が、その職務を遂行するにあたり挙げた業績が十分であったか評価します。職位に応じた目標や役割についてどれくらい達成さ
れたなど、仕事の出来を評価します。

第2部課程第180期、事後研修（第177期）

1回

採用1年目職員 1回

厚生労働省行政実務研修 行政実務研修 全職員 1回 1人

コンプライアンス・職員倫理研修

北海道市町村職員研修センター

十勝管内市町村新規採用職員基礎研修

北海道主催研修

接遇、監督職員、管理職員、文章能力向
上、交渉力・折衝力向上

マイナンバー制度

4人

全職員

採用2年目職員

採用1年目職員

自治会活動

1回

5回 6人

全職員

6人1回

35歳以下の職員 1回 1人

市町村初級職員研修

十勝管内市町村中級職員研修 市町村中級職員研修

4人

4人

7人

メンタルヘルス研修、新任管理者基礎研
修、ハードクレーム対応研修、税務事務
（基礎～市町村民税課税）、防災・減災対
策

市町村新規採用職員研修

物資販売研修 採用1年目～3年目職員

北海道市町村振興協会 道内先進事例研修

北海道市町村職員共済組合

メンタルヘルスセミナー、いきいきヘル
シーライフセミナー、健康管理担当者研
修会、若年層セミナー、経済・商工観光担
当者研修

北海道町村会主催研修 法務専門研修

十勝管内市町村初級職員研修

全職員

営利企業等の従事の許可申請 6

研修の名称（派遣先等） 研修の内容

許可件数

6

対象者

申請件数

十勝市町村広域連携職員研修

とかち大収穫市物資販売研修

20人

6人

実施回数

6回

1回全職員

1回 1人

職員の保健に関すること

その他職員の厚生に関すること 職員互助会補助事業

区分 内容 実施状況

総合健診の実施（40歳以上毎年、30歳以上隔年）
定期健康診断の実施(上記以外の職員全員）
振動病検査の実施

職員健康診断事業

各種検診費用の助成（乳がん、子宮がん、脳ドック
等）

131人

定期作況調査

障害差別解消推進研修

1回

2回全職員

定期作況調査随行

障害差別解消推進研修

全職員 2回

全職員 1回
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（2）共済組合事業の状況

（3）職員の公務災害補償の状況（平成29年度）

 ①公務災害

(注）地方公務員災害補償法に基づく職員（嘱託職員を含む）の公務災害補償の状況である。

 ②通勤災害

(注）①と同

８　勤務条件に関する措置の要求の状況

（1）勤務条件に関する措置の要求の件数（平成29年度）

(注）件数は、措置要求をした個々の職員1人をもって1件とし、数人の職員が共同で措置要求をした場合も職員1人をもって1件としている。

　　　また、1人の職員が2以上の異なる区分について同時に措置要求をした場合は、それぞれを1件としている。

９　不利益処分に関する不服申立ての状況

（1）不利益処分に関する不服申立ての件数（平成29年度）

(注）件数は、不服申立てをした個々の職員1人をもって1件としている。

長期給付事業 年金給付等を行う

福祉事業

8 8 0 0

取り下げ件数受理件数
認定件数

生命共済事業

公務災害該当 公務災害非該当

福祉年金事業 退職金の運用を行い、年金方式による給付を行う

福
祉
協
会

区分 内容等

医療給付事業 医療費の自己負担額に対し、一定の金額の給付を行う

貸付事業 臨時の出費や被扶養者の入学・修学に用いる費用について貸付けを行う

資金の貸付け、保健事業、貯金事業等職員やその扶養親族の福祉と健康の増進を図る
ための事業を行う

福利厚生事業 健康保持増進・保健思想の普及向上などを目的に各種の助成・給付を行う

共
済
組
合

短期給付事業

前年度末現在未処
理件数に係る処理
件数

今年度の措置要求
件数に係る処理件
数

0 0

通勤災害非該当

年度末現在未処理
件数

区分
前年度末現在未処
理件数

措置要求件数 処理件数

保険会社との契約により、死亡・障害・入院等の保障を行う

0 0 0 0

受理件数
認定件数

取り下げ件数
通勤災害該当

職員やその扶養家族の公務外の病気・怪我等に対し、療養の給付等を行う

0 0 0合計 0 0 0

0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0

転任 0 0 0

0 0 0 0

0

区分
前年度末現在未処
理件数

不服申立て件数 処理件数
年度末現在未処理
件数

前年度末現在未処
理件数に係る処理
件数

今年度の不服申立
て件数に係る処理
件数

合計 0 0 0

0

0 00 0

0 0

0

その他 0 0 0

懲戒処分 0 0 0 0 0 0

分限処分 0

0 0 0

休暇 0

0

勤務時間 0 0 0 0 0 0

給与 0 0 0
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